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事 業 報 告
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

企業集団の現況に関する事項
財産及び損益の状況の推移

区 分 第200期
（2019年度）

第201期
（2020年度）

第202期
（2021年度）

第203期
（2022年度）
（当 期）

百万円
営業収益 653,874 496,326 506,023 614,751

百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 35,530 △24,965 13,453 29,179

円
１株当たり当期純利益 168.84 △119.67 64.49 140.06

百万円
総資産 1,656,092 1,682,497 1,689,855 1,738,195

百万円
純資産 473,969 453,103 459,219 480,575
（注）１．１株当たり当期純利益は、親会社株主に帰属する当期純利益を期中平均発行済株式の総数（自己株式を控除）で除

して算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第202期の期首から適用しており、
第202期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。

従業員の状況
事 業 別 名 称 従 業 員 数

名

運輸事業 9,328
レジャー事業 3,509
不動産事業 331
流通事業 2,212
その他事業 2,973
一般管理 246

合 計 18,599
（注）従業員数は就業人員数です。

主要な借入先
借 入 先 借 入 額

百万円
㈱日本政策投資銀行 180,265
㈱みずほ銀行 87,109
三井住友信託銀行㈱ 62,309
㈱三菱ＵＦＪ銀行 35,293
みずほ信託銀行㈱ 25,460
（注）借入額上位５位の金融機関を記載しておりますが、いずれも複数ある借入先のひとつであり

資金調達において代替性が無い程度にまで依存している借入先ではありません。
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主要な事業内容及び事業所等
事 業 内 容 主 要 な 会 社 主要な事業所及び事業施設等

運
輸
事
業

鉄道業
当社 本社（東京都墨田区）

営業キロ463.3km、旅客駅数205駅、車両数1,819両

東武ステーションサービス㈱ 本社（東京都墨田区）
受託駅数201駅

バス・タクシー業
東武バスセントラル㈱ 本社（東京都足立区）

路線バス営業キロ1,397.1km、車両数428両

朝日自動車㈱
本社（埼玉県越谷市）
路線バス営業キロ831.1km
車両数 タクシー77両・バス351両

貨物運送業 東武運輸㈱ 本社（埼玉県南埼玉郡宮代町）
倉庫保管面積229,931㎡

レ
ジ
ャ
ー
事
業

遊園地・観光業 東武レジャー企画㈱ 本社（埼玉県南埼玉郡宮代町）
東武動物公園（埼玉県南埼玉郡宮代町）

スポーツ業 東武興業㈱
本社（東京都墨田区）
東武藤が丘カントリー倶楽部（栃木県栃木市）
宮の森カントリー倶楽部（栃木県下都賀郡壬生町）

旅行業 東武トップツアーズ㈱ 本社（東京都墨田区）
支店等147か所（国内140か所、国外7か所）

ホテル業
当社 当社本社（東京都墨田区）

㈱東武ホテルマネジメント本社（東京都墨田区）
東武ホテルレバント東京（東京都墨田区）
ザ・リッツ・カールトン日光（栃木県日光市）㈱東武ホテルマネジメント

スカイツリー業 東武タワースカイツリー㈱ 本社（東京都墨田区）
東京スカイツリー（東京都墨田区）

不
動
産
事
業

不動産賃貸業 当社
本社（東京都墨田区）
東武新越谷駅ビル（埼玉県越谷市）
柏駅ビル（千葉県柏市）

不動産分譲業 当社 本社（東京都墨田区）
埼玉県事務所（埼玉県久喜市）

スカイツリー
タウン業 当社

本社（東京都墨田区）
東京ソラマチ（東京都墨田区）
東京スカイツリーイーストタワー（東京都墨田区）

流
通
事
業

百貨店業
㈱東武百貨店

本社（東京都豊島区）
池袋店（東京都豊島区）
船橋店（千葉県船橋市）

㈱東武宇都宮百貨店
本社（栃木県宇都宮市）
宇都宮店（栃木県宇都宮市）
大田原店（栃木県大田原市）

ストア業 ㈱東武ストア 本社（東京都板橋区）
スーパーマーケット63店

その他業 東武商事㈱ 本社（東京都墨田区）
コンビニエンスストア等63店

そ
の
他
事
業

建設業
東武建設㈱ 本社（栃木県日光市）

東京支店（東京都墨田区）

東武谷内田建設㈱ 本社（東京都墨田区）
東上営業所（埼玉県東松山市）

その他業 東武ビルマネジメント㈱ 本社（東京都墨田区）
スカイツリータウン事業所（東京都墨田区）
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会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 400,000,000株
（2）発行済株式の総数 209,815,421株（うち自己株式2,991,418株）
（3）株 主 数 67,299名（前期末比998名減）
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 32,312 15.62
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11,225 5.42
富国生命保険相互会社 5,235 2.53
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 4,642 2.24
株式会社みずほ銀行 3,877 1.87
日本生命保険相互会社 3,187 1.54
JP MORGAN CHASE BANK 385781 2,728 1.31
株式会社埼玉りそな銀行 2,371 1.14
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 2,048 0.99
東日本旅客鉄道株式会社 2,024 0.97
（注）１．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．上記大株主からは自己株式を除外しております。
３．富国生命保険相互会社は、上記のほかに当社の株式1,164千株を退職給付信託として信託設定しており、
その議決権行使の指図権は同社が留保しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
役 員 区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く。） 7,200株 ２名

（6）その他株式に関する重要な事項
当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、2023年２月８

日開催の取締役会決議に基づき、2023年２月９日に東京証券取引所の自己株式立会外買付取引
(ToSTNeT-3）により、1,917,400株の自己株式を総額5,896百万円で取得いたしました。

会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会計監査人の状況
（1）名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額
区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 141百万円（注１）

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 246百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、これらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、過去の報酬実績、会計監査の職務遂行状況（従前の事業年度に
おける職務遂行状況を含む。）及び報酬見積りの算出根拠が適切であるか等を踏まえ、監査報酬の額につい
て検討したところ、契約金額は妥当であると考えられるため、会計監査人の報酬等の額につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であ

る、コンフォート・レター作成業務についての対価を支払っております。

（4）子会社の監査に関する事項
該当事項はありません。

（5）解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会

計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決議により、会計
監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、株主総会に提出いたします。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制

（1）当該体制についての取締役会決議の内容
① 当社の取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社は、当社の取締役、執行役員及び従業員が法令及び定款等を遵守して意思決定・業務執行
を行うため、コンプライアンスに関する行動原則として「東武グループコンプライアンス基本方
針」を制定するとともに、行動指針としてのコンプライアンス・マニュアル及びコンプライアン
スカードを作成のうえ取締役、執行役員及び従業員に配付し、継続的に教育研修等を実施する。
また、コンプライアンスの取り組みを社内横断的に統括する専門部署やコンプライアンスに関す
る通報・相談窓口の設置のほか、推進状況の監視機関である「コンプライアンス委員会」等の整
備により、コンプライアンス経営体制を構築、推進する。
② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務執行、意思決定に関する書類である取締役会議事録・稟議等の書類を法
令及び社内規程に基づき、適切に保存・管理する。
③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、事故、災害等に関する危機管理について、「危機管理規程」等を社内規則で定めると
ともに、担当部署でマニュアル等を作成・配付する。また、危機管理を統括する組織として設置
した「危機管理委員会」では定期的に会議を開催し、危機に関する情報の共有化を図るほか、万
一危機が発生した場合等、必要に応じて臨時に会議を開催し、その対応等を迅速に協議・実施す
る体制を構築する。
④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、「職務執行規程」等に基づいた権限と責任のもとに業務を執行する。また、定期的に
取締役会を開催し、「取締役会規則」に基づき経営に関する重要な事項について意思決定を行う
とともに各取締役の業務執行状況を監督する。さらに、取締役会の機能を補完し経営効率を向上
させるため、経営会議を定期的に開催し、取締役会から委譲された業務執行について審議するほ
か、事業運営等に関する重要な情報の共有化を図る。
⑤ 当社及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、「職務執行規程」等に基づいた権限と責任のもとに業務を執行し、内部監査部門が各
部署に対し監査を行うことで、業務の適正を確保するための体制を構築する。また、子会社等を
統括管理する専門部署を設置し、グループ会社管理規程に基づき、子会社等の業務執行につい
て、管理、支援を行い、子会社等における当社への報告体制、危機管理体制、業務執行の効率性
を確保する体制を構築するとともに、グループ会社モニタリングに関する規程に基づき、子会社
等の監査役と連携し、情報共有・情報蓄積を図りながら、子会社等へのモニタリング及びその結
果に対する改善指導を行い、グループガバナンスを一層強化する。そして、定期的に「東武グル
ープコーポレート会議」の開催等により、グループ経営方針の伝達と子会社等の業務執行状況及
び経営情報の共有化を図り、子会社等と連携し、グループ全体でのコンプライアンス経営体制を
構築する。さらに、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他法令に基づき財務
報告に係る業務の適正性を確保するための体制を整備するとともに有効性の評価、不備の改善を
行う。
⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制、当該使用人の当社の取締役からの独立性並びに当社の監査役の当該使用人に対する
指示の実効性の確保に関する事項
当社は、専任の監査役スタッフを配置し、当社の監査役の指示に基づき監査役の職務の執行を

補助する。また、当該監査役スタッフの人選・異動については、当社の監査役と協議のうえ行
う。
⑦ 当社及び子会社等の取締役・使用人等が当社の監査役に報告するための体制並びに当社の監査
役へ報告した者がその報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
当社の監査役は、取締役会のほか、重要な業務執行事項に関し審議・報告を行う経営会議等の

社内会議に出席するとともに、稟議書その他の業務執行、意思決定に関する重要な文書を閲覧
し、必要に応じて当社の取締役、執行役員又は使用人にその説明を求め、内部監査部門が実施し
た監査についても報告を受ける。さらに、当社の監査役は、「グループ常勤監査役会」の開催等
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により、子会社等における業務執行に関する報告を受けるとともに、子会社等を統括管理する専
門部署が子会社等の監査役の職務を補完・強化すべく、子会社等に対して実施したモニタリング
及びその結果に対する改善指導の報告を定期的に受ける。また、当社及び子会社等は、内部通報
体制を構築し、内部通報者に対する適切な取扱いを定める。
⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、当社の監査役の職務の執行に協力し、監査に要する諸費用について、これを負担す

る。
⑨ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役は、「監査役監査基準」に準拠して策定した監査方針、監査計画により、定期的
に監査役会を開催するほか、当社の取締役からの報告事項を定め、経営方針や会社の重要な課題
等について、適宜、代表取締役と意見交換を行う。

（2）当該体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに関する取り組み

当社及びグループ各社では、引き続き「東武グループコンプライアンス基本方針」を行動原則
とし、改正公益通報者保護法の施行に伴う教育及びハラスメントの防止に関する教育をはじめ、
各種教育研修等の実施によりコンプライアンスの周知徹底を図るとともに、公益通報者に対する
適切な取り扱いを定め、グループ全体のコンプライアンス経営体制の整備、拡充につとめまし
た。
また、反社会的勢力排除に向け、「東武グループ連絡協議会」を開催し、グループ内において

反社会的勢力に対する防備を固め、情報及び対応策等を共有化する体制を継続いたしました。
② 危機管理に関する取り組み

危機管理につきましては、定例の「危機管理委員会」及び同委員会への提言・報告機関である
「危機管理ワーキング」をそれぞれ２回開催し、危機の予防と意識の高揚を図りました。
また、新型コロナウイルス感染症に関する迅速、効果的な対応を図り、当社グループの事業執

行及び事業継続を確実なものとするため、感染予防対策の徹底及び確実な業務執行について再周
知を行ったほか、政府及び各自治体の方針や日々変化する感染者発生状況等に機動的に対応して
まいりました。
さらに、お客さまに安心して鉄道をご利用いただくために、「鉄軌道事業における新型コロナ

ウイルス感染症対策に関するガイドライン」に基づいた新型コロナウイルス感染症の感染予防に
向けた取り組みを進めるとともに、警察・消防と連携し、車内傷害事件等のテロ等不審者対応訓
練を実施したほか、従業員の感染予防対策の一環として、新型コロナウイルスワクチンの職域接
種を実施いたしました。
災害対策につきましては、災害発生時の全従業員等の状況を把握する安否確認システムの訓練

を実施するとともに、鉄道事業における災害対策として、防災の日及び防災週間に合わせ対策本
部設置訓練を実施したほか、車両避難訓練、異常時総合訓練及び代行バス輸送訓練等を実施し、
各種災害対策訓練に積極的に取り組みました。
③ 安全対策についての取り組み

安全管理体制の維持・充実につきましては、毎月開催している「鉄道マネジメント会議」、「鉄
道事故防止等安全推進委員会」等で各部の実施結果の確認及び検証を行い、各施策の確実な実施
を推進したほか、「現業と本社との意見交換会」や「安全巡回」等により、現業部門と本社部門
間での意見交換、実作業及び各種取組みの確認を行いました。あわせて、安全監査を実施し鉄道
事業本部各部の安全管理体制の仕組みが適切に運用されていることについて検証・評価・改善を
行い、ＰＤＣＡサイクルの実施状況を確認いたしました。
また、グループ各社の安全管理体制の向上を目的として「第12回東武グループ交通事業者安

全推進連絡会」を開催し、各社の安全に関する取り組みの報告を行いました。
④ 業務執行の効率性向上及び業務執行に係る情報の保存・管理に関する取り組み

執行役員制度の導入により、代表取締役の指揮監督のもと執行役員が取締役会での決定事項や
日常の業務執行を行う体制とし、業務執行と取締役会の監督機能の分離を図るとともに、執行役
員の責任と権限を明確化し、機動的な意思決定を行う体制を整備しております。また、当社にお
ける取締役会の監督機能を強化し、実効性のあるコーポレート・ガバナンス（企業統治）を図る
ため、社外取締役が議長を務めるガバナンス委員会を２回開催いたしました。
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取締役会につきましては12回開催し、経営に関する重要な事項について意思決定を行うとと
もに、各取締役の職務執行状況を監督して、その議事内容を議事録に記載し、適切に保存・管理
しております。なお、取締役会の議案につきましては、審議に際し十分な検討を行うことができ
るよう、各役員に事前提供を行っております。
また、取締役会の機能を補完し経営効率を向上させるため、経営会議を21回開催し、取締役

会から委譲された業務執行について適時・適切に審議いたしました。
さらに、本社部門のさらなる生産性向上を目指し、デジタル技術を活用した業務プロセスの抜

本的改革に取り組みました。
⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための取り組み

グループ会社につきましては、グループ事業統括部が中心となり、日常的に各社の業務執行の
指導、監督を行うとともに各社の経営者を対象とした「東武グループコーポレート会議」を２回
開催し、グループ経営方針の徹底を図りました。また、当社及びグループ会社に対するモニタリ
ング機能の強化、充実を図り、グループレベルでの内部統制システムの有効性を一層高めるた
め、監理部による内部監査に加え、情報セキュリティ等に関する取り組み状況について、グルー
プ事業統括部によるグループ会社のモニタリングを実施いたしました。
また、財務報告に係る内部統制につきましては、その整備及び運用状況評価を行い、改善を要

する事項について業務プロセスの見直し等を要請し、改善措置の進捗状況や改善結果を確認いた
しました。
さらに、東武グループとしてのさらなる内部統制強化を図ることを目的として、グループ各社

の取締役及び監査役に就任した者を対象とした新任取締役研修及び新任監査役研修を継続実施い
たしました。
⑥ 監査役監査の実効性を確保するための取り組み

監査役につきましては、取締役会、経営会議、執行役員会、ガバナンス委員会、経営連絡会、
グループ会社決算説明会等の重要な会議に出席するほか重要な決裁書類等を閲覧し、内部統制の
状況について監理部及びグループ事業統括部から監査結果の報告が行われたほか、取締役・執行
役員・部長から聴取を行う等、情報を収集し、取締役及び執行役員の職務の執行、意思決定を監
査いたしました。
また、年度の監査方針、監査計画に基づき、監査役会が６回開催されるとともに、監査役と代

表取締役及び会計監査人との意見交換が行われました。さらに、グループ常勤監査役会が４回開
催され、グループ会社の監査役からの報告が行われたほか、グループ会社の取締役・使用人等や
グループ事業統括部、監理部から、重要事項や監査結果その他の情報について、適宜報告が行わ
れました。あわせて、当社の内部通報について監査役に報告するとともに、グループ会社におけ
る内部通報につきましても、当該グループ会社又はグループ事業統括部から適宜監査役へ報告を
行う体制が整備されております。
なお、監査役の指示に基づき監査役の職務の執行を補助する専任のスタッフ２名を配置し、そ

の活動に要する費用を負担しております。
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会社の支配に関する基本方針
（1）基本方針の内容

当社は、「当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上ならびに運輸事業や電波塔事業と
いった社会インフラ事業の公共性、安全性および利用者の利益の確保・向上」（以下「株主共同の
利益の確保・向上等」といいます。）に向けた取組みを一層推進してまいりますが、昨今、わが国
の株式市場等においては、買付の対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量の
株式の買付を強行するといった事例も散見されております。
もとより、当社は、株式の大量買付であっても、株主共同の利益の確保・向上等に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。また、特定の者の大量買付に応じて当社株式
の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する株主様の判断に委ねられるべきものと考え
ております。
しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て、株主共同の利益の確保・向上等

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対
象会社の取締役会や株主様が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案
を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、株主共同の利益の確保・向上等に資さな
い場合も想定されます。
当社では、継続的な企業価値および株主共同の利益の確保・向上のためには、経営の根底にある

「安全・安心」を提供し続けることや社会インフラ事業を営む者としての公共的使命に関する基本
的な考え方を、今後も引き続き維持・推進していくとともに、中長期的な視点に立った経営を推進
していくことが、不可欠であると考えます。
このような経営が、当社株式の大量買付を行う者により短期的な利益のみを追求するような経営

に変わるようなことがあれば、株主共同の利益の確保・向上等は損なわれることになります。
また、わが国では現在も公開買付制度により濫用的な株式の大量買付行為を規制する一定の対応

はなされていますが、原則として市場内での買付行為には適用がなく、また、公開買付制度の適用
がある場合でも、公開買付開始前に情報開示や熟慮のための機会を法的に確保することができず、
株主様に対する必要かつ十分な情報・時間を提供できないおそれがあると考えられます。また、強
圧的買収等の濫用的な買収を必ずしも排除できるものではないと認識しております。
こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により株主共同の利益の

確保・向上等が毀損されることを防止するためには、買付に応じるべきか否かを株主様が判断し、
あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、および株主様
のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とするための体制を、引き続き平時において整えてお
くことが必要不可欠との結論に達しました。

（2）具体的な取組み
① 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組
み
ア 当社グループの価値の源泉

当社グループは、お客様の暮らしに密着した事業を通じて沿線地域の発展に貢献する企業グ
ループとして、「運輸」、「レジャー」、「不動産」、「流通」等の事業を多角的、複合的に展開し
ており、この事業活動の根幹にあるものが「安全・安心」の提供であり、さらに、事業を通じ
て安定的に利益を創出しながら、環境にも配慮した経営を進め、お客様の生活を担う企業グル
ープとして地域社会とともに持続的に発展することにより、企業の社会的責任を果たすことが
重要であると認識しております。すべての事業における信頼の基礎である「安全・安心」を提
供し続けるとともに、運輸事業や電波塔事業といった社会インフラ事業を担う者としての公共
的使命に関する基本的な考え方を今後も維持し続けることが、当社グループ全体の根幹をな
し、お客様や地域社会をはじめとしたステークホルダーとの信頼関係・協力関係の構築につな
がり、最終的には当社グループと地域社会の持続的な発展に資すると考えております。
イ 当社グループのサステナビリティに対する考え方

当社グループは、経営方針に掲げている「地域社会とともに持続的に発展」することを目指
し、これまで様々な事業を推進してまいりました。創業時より、両毛地域で産出した生糸の鉄
道輸送により地域産業の発展を支援し、その後は地元関係者との協調による日光・鬼怒川エリ
アの観光需要拡大や、通勤・通学需要に応える複々線化事業等により、経済成長の一翼を担っ
てまいりました。さらに、東京スカイツリー建設による電波塔の機能を有する社会インフラの
整備と、東京スカイツリータウン開業による活性化等を実現し、社会の発展と事業の成長を両
立してまいりました。
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当社グループは、広域な鉄道ネットワークに広がる沿線地域が事業基盤であり、これまで以
上に沿線を中心とした社会の持続的な発展を実現することは、当社グループの最も重要な課題
であると考えております。
当社グループを取り巻く事業環境は、新型コロナウイルス感染症の影響による社会の変容と

ともに、少子高齢化の進展、地球温暖化や廃棄物処理をはじめとした環境問題等、様々な社会
課題に直面しており、新たなビジネスモデルの構築とともに、課題の解決が必要であります。
これらの解決に向けて、保有する資産を最大限活用するとともに、これまで培ってきたノウハ
ウやステークホルダーとの信頼関係を結集し、『つなぐ』力で “やさしい” を提供し続け、『住
み続けたい・訪れたい地域を創る』ことで、社会に不可欠な企業グループとなり、社会と当社
グループの持続的な発展を実現してまいります。
ウ 中期的な事業の方針

当社グループを取り巻く事業環境は先行き不透明であるものの、新たな中期経営計画の策定
を早期に目指すとともに、2021年度については「事業構造改革の推進」「グループ事業にお
ける統合と撤退」「生活ニーズの多様化に応える事業の推進」を目標とした事業方針を策定し、
経営体質の強化を進めてまいります。
今後のロードマップにつきましては、次のとおり考えております。
まず、2020年～2021年度の２か年につきましては、「事業構造改革」の期間として、鉄道

事業の構造改革実現に向けたプロジェクトチームの発足、鉄道事業以外における収益拡大施策
等の検討、グループ会社再編の推進等、中長期的な施策の検討や準備等を進めております。
2022年度以降には、概ね３か年の「次期中期経営計画」にもとづき、上記事業構造改革期

間において検討・準備を行った中長期施策を確実に推進し、強靭な経営体質と事業環境の変化
に即応できる機動的な組織を目指してまいります。以上のとおり経営体質の強化をはかったう
えで、その先の新たな成長ステージを目指してまいります。
これらの取組みを推進することで、財務健全性に配慮しつつ、業績と経営環境を総合的に勘

案しながら、安定配当を継続することを基本方針とし、引き続き企業価値および株主共同の利
益の確保・向上をはかってまいる所存であります。
エ 社会インフラである東京スカイツリー

当社の完全子会社が運営する東京スカイツリーは、公益性の高いテレビやラジオの放送事業
の電波塔として、生活を支える重要な社会インフラとなっております。
しかしながら、現在、電波塔事業への出資に関する特段の法規制はなく、東京スカイツリー

の運営会社を保有する当社の株式について、一方的に大量買付行為が行われ、電波塔事業の公
益性や社会的責任を阻害する事態を招いた場合、株主共同の利益の確保・向上等が損なわれる
ばかりでなく、国益を害する危機ともなりかねません。
当社グループは、このような重要な社会インフラを事業として営む民間事業者として、強い

責任感と確固たる信念をもって、継続的、安定的な経営に向けた社会的責務を担っておりま
す。
オ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み

各ステークホルダーの信頼をいただき、持続的成長と中長期的な企業価値の向上をはかるた
め、公正かつ透明な経営体制を確立することが重要な課題であると考え、コーポレート・ガバ
ナンスの充実に向けた取組みを継続的に進めております。

② 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取組み
当社は、2021年６月23日開催の定時株主総会において「当社株式の大量買付行為に関する対

応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）の継続について承認を得ております。
ア 目的

本プランは、当社株券等（株券、新株予約権付社債券等）の大量買付行為が行われる場合
に、株主様が適切な判断をするために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者と
の交渉の機会を確保することなどにより、株主共同の利益の確保・向上等を目的としていま
す。
イ 対象となる買付等

本プランは、当社が発行者である株券等について、保有者およびその共同保有者の株券等保
有割合が20％以上となる買付、または当社が発行者である株券等について、公開買付に係る
株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公
開買付（以下「買付等」と総称し、買付等を行おうとする者を「買付者等」といいます。）を
対象とします。
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ウ 買付者等に対する情報提供の要求、独立委員会による検討等
当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等

の検討に必要な情報および本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の
提出を求めます。
その後、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員（東京証券取引所に独立役員と

して届け出ている当社社外取締役または社外監査役の中から選任されるものとします。）のみ
から構成される独立委員会が買付者等から提出された情報や、当社取締役会が必要に応じて提
出する買付者等の買付等の内容に対する意見およびその根拠資料、当該買付等に対する代替案
について、評価・検討するものとします。
独立委員会は、必要に応じて、独立した第三者の助言を得たうえ、買付等の内容の検討、当

社取締役会の提示した代替案等の検討、買付者等との協議・交渉、当社取締役会等を通じた株
主に対する情報開示等を行います。
エ 独立委員会の勧告

独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、または買付等
の内容の検討等の結果、買付者等による買付等が株主共同の利益の確保・向上等に対する明白
な侵害をもたらす恐れのある買付等であるなど、本プランに定める要件のいずれかに該当し、
新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対
して、新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。
なお、独立委員会は、新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合

でも、新株予約権の無償割当てを実施することについて株主総会の決議を経ることが相当であ
ると判断した場合には、当社取締役会に対して、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当て
の実施に関する議案を諮ることの勧告を行います。
オ 取締役会の決議

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限に尊重して新株予約権無償割当ての実施ま
たは不実施等の決議をするものとします。
ただし、当社取締役会は、独立委員会から、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての

実施に関する議案を諮ることの勧告を受けた場合には、実務面を含め株主総会の開催が著しく
困難な場合を除き、速やかに株主総会を招集し、新株予約権による無償割当ての実施に関する
議案を付議する旨決議するものとします。
当社取締役会は、上記決定を行った場合には速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会

が適切と判断する事項について情報開示を行います。
カ 新株予約権の無償割当て

この新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額
の範囲内で、当社取締役会が新株予約権無償割当て決議において定める金額を払い込むことに
より、原則として当社株式１株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使
が認められないという行使条件が付されています。また、当社が買付者等以外の者から当社株
式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる
条項に基づく取得をする場合、新株予約権１個と引換えに、対象株式数に相当する数の当社株
式を交付することができるものとします。
キ 有効期間および廃止

本プランの有効期間は2021年６月23日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。
ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る新株予約権

の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行わ
れた場合、または、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本
プランはその時点で廃止されるものとします。
ク 株主様への影響

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主様に直接
具体的な影響が生じることはありません。
他方、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主様が新株予約権行使の手続を行わない

とその保有する株式の価値は希釈化される場合があります（ただし、当社が当社株式を対価と
して新株予約権の取得を行った場合、その保有する株式の希釈化は生じません。）。

③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由
前記（2）①に記載した取組みは、いずれも株主共同の利益の確保・向上等に資する具体的方

策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。
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また、本プランは前記（2）②記載のとおり、株主共同の利益の確保・向上等を目的として導
入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。
とくに、本プランは当社の株主総会において決議がなされ導入しているため、株主意思を重視

するものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、当社の業
務執行を行う経営陣から独立している委員のみから構成される独立委員会を設置し、本プランの
発動に際しては必ず独立委員会の判断を得ることが必要とされていること、独立委員会は当社の
費用で独立した第三者の助言を得ることができるとされていること、独立委員会から、株主総会
を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を諮ることの勧告を受けた場合には、実
務面を含め株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、速やかに株主総会を招集し、新株予約権
による無償割当ての実施に関する議案を付議するとされていること、本プランは有効期間を約３
年間と定め、有効期間の満了前であっても当社の株主総会または取締役会によりいつでも廃止で
きるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、合理性を有し、株主
共同の利益の確保・向上等に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも
のではありません。
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連結株主資本等変動計算書
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 102,135 51,364 234,853 △4,451 383,902
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △5,218 △5,218
親会社株主に帰属する
当期純利益 29,179 29,179
自 己 株 式 の 取 得 △5,906 △5,906
自 己 株 式 の 処 分 △0 55 55
土地再評価差額金の取崩 △784 △784
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 593 593
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― 593 23,175 △5,851 17,918
当 期 末 残 高 102,135 51,958 258,028 △10,302 401,820

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 19,768 46,808 77 2,010 68,664 6,652 459,219
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △5,218
親会社株主に帰属する
当期純利益 29,179
自 己 株 式 の 取 得 △5,906
自 己 株 式 の 処 分 55
土地再評価差額金の取崩 △784
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 593
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 5,856 784 66 △2,438 4,268 △831 3,437
当 期 変 動 額 合 計 5,856 784 66 △2,438 4,268 △831 21,355
当 期 末 残 高 25,624 47,593 144 △428 72,933 5,820 480,575
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連 結 注 記 表
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１ 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称等

連結子会社の数
69社
主要な連結子会社の名称等
東武トップツアーズ㈱、㈱東武ストア、㈱東武百貨店、東武商事㈱、東武建設㈱、東武運輸
㈱、東武タワースカイツリー㈱、東武ビルマネジメント㈱、㈱東武宇都宮百貨店、東武不動
産㈱、他59社
当連結会計年度において、東武食品サービス㈱は、レストラン事業を吸収分割により東武

フードシステム㈱へ承継いたしました。また、東武食品サービス㈱、東武ランドシステム㈱
及び東武商事㈱は、㈱東武エナジーサポートとの合併に伴い連結の範囲から除外いたしまし
た。なお、㈱東武エナジーサポートは商号を東武商事㈱に、東武フードシステム㈱は商号を
東武食品サービス㈱にそれぞれ変更いたしました。
㈱総合パーキングサービス及び㈱宇都宮パーキングサービスは、日本パーキングビルサー

ビス㈱との合併、また㈱東武セキュリティは、東武ビルマネジメント㈱との合併に伴い連結
の範囲からそれぞれ除外いたしました。
さらに、㈱東武ホテル北海道、㈱コム・イースト及び東栄産業㈱は会社清算に伴い連結の

範囲から除外いたしました。

（2）主要な非連結子会社の名称等
㈱東武キャリアサービス
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数
３社
会社の名称等
蔵王ロープウェイ㈱、野岩鉄道㈱、㈱日光自然博物館

（2）持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
㈱東武キャリアサービス、㈱群馬県バス・ハイヤー会館
（持分法を適用していない理由）
持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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Ⅱ．重要な会計方針に係る事項
１ 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は主として移動平均法により算定しておりま
す。）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
(2) デリバティブ 時価法

なお、金利スワップ取引の特例処理をしておりま
す。

(3) 棚 卸 資 産
小 売 業 商 品 主として売価還元法による原価法
分譲土地建物 個別法による原価法
貯 蔵 品 主として移動平均法による原価法
なお、貸借対照表価額は、収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。

２ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法及び定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（主として５年）にもとづく定額法を採用しております。
(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日

以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３ 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
貸付金及び売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
(2) 賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額にもとづき計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規等にもとづく当連結

会計年度末要支給額を計上しております。
(4) 商品券等回収損失引当金
一定期間経過後に収益に計上した未回収の商品券等について、将来回収された場合に発生する

損失に備えるため、過去の実績にもとづき損失発生見込額を計上しております。
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４ 収益及び費用の計上基準
（1）顧客との契約から生じる収益に関する計上基準
① 運輸事業における運賃収入に係る収益認識
運輸事業における運賃収入に係る収益について、鉄道業及びバス・タクシー業において、定

期外運賃は、乗車券の利用日に履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識してお
ります。定期運賃は、定期券の有効期間にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の
期間にわたり収益を認識しております。
取引の対価は、乗車券及び定期券の販売から概ね２ヶ月以内に受領しております。

② 流通事業における商品の販売に係る収益認識
流通事業における商品の販売に係る収益について、百貨店業及びストア業において、商品を

顧客に引渡した時点で履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。
なお、顧客への商品の提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、
顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額を収益として認識しておりま
す。
取引の対価は、商品の引渡しから概ね１ヶ月以内に受領しております。

③ レジャー事業における企画旅行商品等に係る収益認識
レジャー事業における企画旅行商品等に係る収益について、旅行業において、自社が主催す

る企画旅行商品等については、旅行期間にわたり収益を認識しております。なお、顧客への旅
行商品等の提供における当社グループの役割が本人に該当する取引については、顧客から受け
取る対価の総額を収益として認識しております。
他社が主催する企画旅行及び旅行関連商品等については、発券もしくは手配完了時点で履行

義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。なお、顧客への旅行商品等
の提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額
から商品の仕入先に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
取引の対価は、履行義務を充足するまでの期間における前受金の受領及び履行義務の充足時

点から概ね１ヶ月以内に受領しております。
④ 不動産事業における商品の販売に係る収益認識
不動産事業における商品の販売に係る収益について、不動産分譲業において、商品を顧客に

引渡した時点で履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。
取引の対価は、履行義務を充足するまでの期間における前受金の受領及び履行義務の充足時

点から概ね１ヶ月以内に受領しております。
⑤ その他事業における工事契約に係る収益認識
その他事業における工事契約に係る収益について、建設業では、主に長期の工事契約を締結

しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されるものとして、
履行義務の充足に係る進捗度にもとづき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期
間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合にもとづいて
行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないもの
の、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しており
ます。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの
期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識
せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
取引の対価は、履行義務の充足とは別に、契約期間中に段階的に受領し、残額については履

行義務の充足時点から概ね６ヶ月以内に受領しております。
（2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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５ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、12社を除き、決算日は３月末日であります。
上記12社の決算日は主に２月末日であり、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用してお

ります。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。
(2) 繰延資産の処理方法
社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。
なお、金額が僅少なものについては支出時の費用として処理しております。

(3) 工事負担金等の圧縮記帳処理の方法
当社は鉄道業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地

方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
これらの工事負担金等のうち、対象工事の完成により増収が見込まれないもので、１億円以上

のものについては、工事完成時に、工事負担金相当額を取得価額から直接減額して計上しており
ます。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定

資産の取得価額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
(4) 重要なヘッジ会計の方法
連結子会社においては、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利

スワップ取引を行っており、すべてについて、特例処理を適用しております。当該金利スワップ
取引は、変動金利借入に対するものであります。
(5) 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

見込額にもとづき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退
職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
(6) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で償却して

おります。また、2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間の均
等償却を行っております。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険配当金」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。
なお、前連結会計年度の「保険配当金」は438百万円であります。
また、前連結会計年度において、区分掲記しておりました「少額工事負担金等受入額」は、金額的

重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。
前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「退職給付制度終了損」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。
なお、前連結会計年度の「退職給付制度終了損」は118百万円であります。
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Ⅳ．会計上の見積りに関する注記
１ 固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減 損 損 失 8,101百万円

有形固定資産及び無形固定資産 1,413,304百万円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法
減損損失は、当社グループが保有する資産のうち、減損の兆候がある資産又は資産グループに

ついて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価
額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上し
ております。
② 主要な仮定
回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値により測定しております。正味売却価額は、不動

産鑑定評価基準にもとづく鑑定評価額もしくは固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出し
た金額等を使用しております。また、使用価値については、将来キャッシュ・フローを3.5％で
割り引いて算出しております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、在宅勤務をはじめとした企業や個人の行

動の変化が一定程度定着するものの、感染症法上の分類第５類引き下げにより事業環境は回復に
向かうものと仮定しております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては、経営環境に変化が生じ当初想定し

た収益が見込めないなど、将来キャッシュ・フローの見積りに用いた仮定に変更があった場合に
は、翌連結会計年度において減損損失の計上が必要となる場合があります。

２ 繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰 延 税 金 資 産 12,707百万円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法
繰延税金資産は、将来の事業計画にもとづく課税所得の発生時期及び金額によって見積りを行

っております。
② 主要な仮定
当該見積りは、現在までに入手可能な想定にもとづき策定した各事業の事業環境を踏まえた

「中期的な事業計画」を基礎としております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、在宅勤務をはじめとした企業や個人の行

動の変化が一定程度定着するものの、感染症法上の分類第５類引き下げにより事業環境は回復に
向かうものと仮定しております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税

所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度において、繰延税金資産の金額に
重要な影響を及ぼす可能性があります。
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Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 295,968百万円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 63,727百万円
土 地 366,788百万円
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 3,272百万円
そ の 他 の 投 資 546百万円

計 730,304百万円
（2）担保に係る債務

短 期 借 入 金 370百万円
契 約 負 債 21,215百万円
長 期 借 入 金 150,678百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） (13,482百万円)
鉄 道 ・ 運 輸 機 構 長 期 未 払 金 3,323百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） (738百万円)

計 175,588百万円

３ 有形固定資産の減価償却累計額 1,275,150百万円

４ 保 証 債 務
他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
埼 玉 県 住 宅 供 給 公 社 416百万円
(一財)渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団 845百万円

計 1,262百万円

５ 投資有価証券のうち、23,945百万円については有価証券消費貸借契約により貸付を行っており
ます。

６ 事業用固定資産の取得価額から控除した工事負担金等の金額は、263,524百万円であります。
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７ 土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）にもとづき、事業用土地
の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に
相当する金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再
評価差額金として純資産の部に計上しております。
(1) 東 武 鉄 道 ㈱
・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）にもとづき、鉄道
事業用土地については同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により、その他事業用
土地については同条第１号に定める公示価格及び第２号に定める基準地価格により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △6,851百万円
なお、2002年２月１日に東武鉄道㈱と合併により消滅した東武アネックス㈱・東武プロパテ
ィーズ㈱・東武エステート㈱並びに2002年３月１日に東武鉄道㈱と合併により消滅した銀座
エフツー㈱については、上記東武鉄道㈱に含めて記載しております。また、合併により消滅し
た会社の再評価の方法並びに再評価を行った日は以下のとおりであります。
（ⅰ）東武アネックス㈱・東武プロパティーズ㈱・東武エステート㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算定

・再評価を行った日 2002年１月31日
（ⅱ）銀座エフツー㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額及び同施行令第２条第５号に定める不
動産鑑定士による鑑定評価額により算定

・再評価を行った日 2001年12月31日
(2) ㈱東武百貨店
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △0百万円

(3) ㈱東武宇都宮百貨店
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △63百万円

(4) 東 武 運 輸 ㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年２月28日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △2,311百万円
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(5) 東 武 建 設 ㈱
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額及び同施行令第２条第５号に定める不動産鑑
定士による鑑定評価額により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △656百万円

(6) 東武栃木生コン㈱
2016年４月１日に東武建設㈱より新設分割に伴い、同法律第10条に定める再評価を行った事
業用土地を承継しております。
・再評価の方法
同施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額により算定
・再評価を行った日 2002年３月31日
・同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △907百万円

Ⅵ．連結損益計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 退職給付制度終了損
当社グループの再編に伴い当社の連結子会社が加入していた企業年金基金を脱退したこと及び当社

の連結子会社において実施した早期退職の募集が大量退職による退職給付制度の一部終了に該当する
ことから、退職給付制度終了損を特別損失に計上しております。

３ 退職特別加算金
当社の連結子会社において実施した早期退職の募集に伴う割増退職金及び希望者に対する再就職支

援金を退職特別加算金として特別損失に計上しております。
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Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（株） 209,815,421 ― ― 209,815,421

自己株式

普通株式（株） 1,195,625 1,920,761 17,268 3,099,118

（注）１．当連結会計年度末の自己株式には、役員報酬信託口が保有する当社株式107,700株が含ま
れております。

２．自己株式の株式数の増加の内訳は、以下のとおりであります。
①取締役会決議にもとづく自己株式の市場買付による増加 1,917,400株
②単元未満株式の買取による増加 3,361株

３．自己株式の株式数の減少の内訳は、以下のとおりであります。
①単元未満株式の買増請求による減少 168株
②役員報酬信託口における株式の交付・売却による減少 17,100株

３ 配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 2,087 10.0 2022年３月31日 2022年６月24日

2022年11月２日
取 締 役 会 普 通 株 式 3,131 15.0 2022年９月30日 2022年12月２日

（注）１．2022年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当
金１百万円を含めております。

２．2022年11月２日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当金
１百万円を含めております。

３．2022年11月２日取締役会決議による１株当たり配当額には、記念配当5.0円が含まれてお
ります。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 3,102 15.0 2023年３月31日2023年６月26日
（注）配当金の総額には、役員報酬信託口に対する配当金１百万円を含めております。
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Ⅷ．金融商品に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀
行等金融機関からの借入又は社債の発行によっております。また、連結子会社であります東武シ
ェアードサービス㈱において、当社グループ全体の資金を包括して管理するキャッシュ・マネジ
メント・システムを導入し、グループ各社の資金需要に応じた資金供給を行うことで効率的な資
金の運用をはかっております。デリバティブは、借入金の金利変動及び為替の変動リスクを回避
するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関してはグループ各社の与信管理手続きに従い、顧客・取引先ごとの信用調査を行い、期日管理
及び残高管理を定期的に行う体制としております。
投資有価証券のうち上場株式については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に

グループ各社の業務上の関係を有する企業の株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っており
ます。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金、社債のうち短期のものについては、主に営業取引に係る資金調達であり、長期のもの

については主に設備投資に係る資金調達であります。これらのうち、金利の変動リスクに晒され
ているものの一部については、当該リスクを回避する目的でデリバティブ取引（金利スワップ取
引）を利用しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、市場価格にもとづく時価のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）投資有価証券 71,982 71,982 ―

資産計 71,982 71,982 ―

（2）短期借入金
（3）１年内返済予定の長期借入金
（4）１年内償還予定の社債
（5）社債
（6）長期借入金

36,362
83,143
19,920
158,160
494,592

36,362
83,285
19,914
151,988
496,014

―
141
△5

△6,171
1,422

負債計 792,178 787,565 △4,613

※「現金及び預金」については、現金であること及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。
市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」に含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

非上場株式等 1,307

非連結子会社及び関連会社株式 323

３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを
用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
が属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
株式 71,982 ― ― 71,982

合計 71,982 ― ― 71,982

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
社債
長期借入金

―
―
―
―
―

36,362
83,285
19,914
151,988
496,014

―
―
―
―
―

36,362
83,285
19,914
151,988
496,014

負債計 ― 787,565 ― 787,565
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
・投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。
・短期借入金
短期借入金は、市場金利を反映した時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっており、レベル２の時価に分類しております。
・１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
１年内返済予定を含む長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、

また、当社の信用状態は実行後も大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい
ると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。固定金
利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、一部の長期借入
金の時価については金利スワップの対象とされていることから、当該金利スワップと一体として
処理された元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算
定する方法によっております。
・１年内償還予定の社債及び社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格にもとづき算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。
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Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記
１ 当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としてオフィスビル
（土地を含む）や商業施設（土地を含む）を所有しております。

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価
155,193 233,098

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」にもとづく鑑定評価額もしくは指標等
を用いて合理的な調整を行って算出した金額であります。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,296円65銭
１株当たり当期純利益 140円06銭
（注）役員報酬信託口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総

数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中
平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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Ⅺ．収益認識に関する注記
１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
財又はサービスの種類別の内訳

（単位：百万円）
報告セグメント

運輸事業 レジャー事業 不動産事業 流通事業 その他事業 合計

鉄道業 133,505 ― ― ― ― 133,505

バス・タクシー業 26,800 ― ― ― ― 26,800

旅行業 ― 146,908 ― ― ― 146,908

ホテル業 ― 19,821 ― ― ― 19,821

スカイツリー業 ― 8,071 ― ― ― 8,071

不動産分譲業 ― ― 13,845 ― ― 13,845

百貨店業 ― ― ― 50,528 ― 50,528

ストア業 ― ― ― 72,197 ― 72,197

建設業 ― ― ― ― 27,086 27,086

その他 19,964 10,247 7,138 24,901 12,088 74,340
顧客との契約から
生じる収益 180,270 185,048 20,983 147,627 39,174 573,104

その他の収益 5,555 2,710 26,983 6,267 128 41,646

外部顧客への売上高 185,826 187,759 47,967 153,894 39,303 614,751

当社グループでは、「事業構造改革と事業推進体制の見直し」の一環として、グループ会社の機
能強化と効率化を目的に連結子会社を再編したことに伴い、第１四半期連結会計期間より、セグ
メントの区分を変更いたしました。主な内容は以下のとおりであります。
商社・リテール事業の再編として、「レジャー事業」に区分しておりました東武ランドシステム

㈱、東武食品サービス㈱及び東武フードシステム㈱、「流通事業」に区分しておりました東武商事
㈱並びに「その他事業」に区分しておりました㈱東武エナジーサポートは、2022年４月１日付で
東武商事㈱及び東武食品サービス㈱に再編し、それぞれ「流通事業」に区分しております。

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「Ⅱ．重要な会計方

針に係る事項 ４ 収益及び費用の計上基準 （1）顧客との契約から生じる収益に関する計上基
準」に記載のとおりであります。
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３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 62,649 69,869

契約資産 9,641 14,584

契約負債 48,791 48,674
契約資産は、主として、その他事業における工事契約に係る収益について、一定の期間にわた

り履行義務が充足される契約において、進捗度にもとづき収益を認識したが未請求の建設工事に
係る対価に対する権利に関するものであります。契約資産は支払いに対する権利が無条件になっ
た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事契約に関する対価は、工事
契約に従い、履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受領しております。
契約負債は、主として、流通事業における商品券等の前受代金及び運輸事業における前受定期

運賃に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

33,751百万円であります。
(2) 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される

契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該履行義務は、その他事
業における進捗度にもとづく履行義務の充足に係る収益認識に関するものであり、残存履行義務
に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 10,209

１年超 94

合計 10,304
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産

現金及び預金

未収運賃

未収金

未収収益

短期貸付金

分譲土地建物

貯蔵品

前払費用

その他

貸倒引当金

固定資産

鉄道事業固定資産

開発事業固定資産

各事業関連固定資産

建設仮勘定

投資その他の資産

関係会社株式

投資有価証券

長期貸付金

その他

貸倒引当金

63,146

18,671

9,426

9,706

151

8

17,102

4,149

1,175

2,813

△58

1,537,976

746,641

379,352

14,284

129,540

268,156

193,226

60,364

14

14,592

△41

流動負債
短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未払金
未払費用
未払法人税等
預り連絡運賃
預り金
前受運賃
前受金
前受収益
資産除去債務
その他

固定負債
社債
長期借入金
長期未払金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債
退職給付引当金
関係会社事業損失引当金
資産除去債務
その他

459,158
183,462
79,248
20,000
48,290
3,010
4,339
2,015
21,192
7,775
87,765
1,921
101
34

758,318
158,500
481,056
2,824
4,736
48,607
25,139
11,301
3,284
22,866

負 債 合 計 1,217,476
（ 純 資 産 の 部 ）

株主資本 315,653
資本金 102,135
資本剰余金 52,511
資本準備金 52,511
利益剰余金 171,309
その他利益剰余金 171,309
繰越利益剰余金 171,309

自己株式 △10,302
評価・換算差額等 67,991
その他有価証券評価差額金 20,363
土地再評価差額金 47,627
純 資 産 合 計 383,645

資 産 合 計 1,601,122 負 債 純 資 産 合 計 1,601,122
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損 益 計 算 書
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

鉄道事業
営業収益 139,940
営業費 122,366
営業利益 17,574

開発事業
営業収益 64,645
営業費 53,565
営業利益 11,079

全事業営業利益 28,653
営業外収益
受取配当金 1,602
保険配当金 436
工事負担金等受入額 326
その他 747 3,113

営業外費用
支払利息 5,130
社債利息 1,103
その他 970 7,204

経常利益 24,562
特別利益
工事負担金等受入額 7,089
関係会社事業損失引当金戻入額 3,409
その他 787 11,285

特別損失
固定資産圧縮損 7,089
減損損失 5,153
その他 1,049 13,292

税引前当期純利益 22,555
法人税、住民税及び事業税 5,675
法人税等調整額 472 6,148
当期純利益 16,407
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株主資本等変動計算書
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

そ の 他
利益剰余金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 102,135 52,511 52,511 160,835 △4,451 311,031
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △5,218 △5,218
当 期 純 利 益 16,407 16,407
自 己 株 式 の 取 得 △5,906 △5,906
自 己 株 式 の 処 分 △0 55 55
土地再評価差額金の
取 崩 △715 △715
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 10,473 △5,851 4,622
当 期 末 残 高 102,135 52,511 52,511 171,309 △10,302 315,653

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 15,752 46,912 62,665 373,696
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △5,218
当 期 純 利 益 16,407
自 己 株 式 の 取 得 △5,906
自 己 株 式 の 処 分 55
土地再評価差額金の
取 崩 △715
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 4,611 715 5,326 5,326
当 期 変 動 額 合 計 4,611 715 5,326 9,948
当 期 末 残 高 20,363 47,627 67,991 383,645
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個 別 注 記 表
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項
１ 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
(2) 棚 卸 資 産

分譲土地建物 個別法による原価法
貯 蔵 品 移動平均法による原価法
なお、貸借対照表価額は、収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。

２ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

鉄道事業の有形固定資産 定率法
鉄道事業の取替資産 取替法（定率法）
その他の有形固定資産 定額法
ただし、鉄道事業の有形固定資産のうち1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法を

採用しております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３ 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

貸付金及び売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

もとづき計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

(3) 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して、当社が負担する

こととなる損失見込額を計上しております。

４ 収益及び費用の計上基準
（1）顧客との契約から生じる収益に関する計上基準
① 鉄道事業における運賃収入に係る収益認識

鉄道事業における運賃収入に係る収益について、定期外運賃は、乗車券の利用日に履行義務
が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。定期運賃は、定期券の有効期間
にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の期間にわたり収益を認識しております。
取引の対価は、乗車券及び定期券の販売から概ね２ヶ月以内に受領しております。

② 不動産事業における商品の販売に係る収益認識
不動産事業における商品の販売に係る収益について、不動産分譲業において、商品を顧客に
引渡した時点で履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。
取引の対価は、履行義務を充足するまでの期間における前受金の受領及び履行義務の充足時
点から概ね１ヶ月以内に受領しております。

（2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。
なお、金額が僅少なものについては支出時の費用として処理しております。

(2) 工事負担金等の圧縮記帳処理の方法
当社は、連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等

より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
これらの工事負担金等のうち、対象工事の完成により増収が見込まれないもので、１億円以上

のものについては、工事完成時に、工事負担金相当額を取得価額から直接減額して計上しており
ます。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産

の取得価額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
(3) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法
は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
(損益計算書関係)
前事業年度において、区分掲記しておりました「特別利益」の「固定資産売却益」は、金額的重要
性が乏しくなったため、当事業年度より「特別利益」の「その他」に含めて表示しております。
前事業年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「固定資産除却損」は、金額的重要
性が乏しくなったため、当事業年度より「特別損失」の「その他」に含めて表示しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１ 固定資産の減損
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

減 損 損 失 5,153百万円

有形固定資産及び無形固定資産 1,269,819百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類の「連結注記表 Ⅳ．会計上の見積りに関する注記 （２）会計上の見積りの内容

に関する理解に資する情報」に記載のとおりであります。

２ 繰延税金資産の回収可能性
（１）繰延税金資産

繰 延 税 金 資 産 9,109百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類の「連結注記表 Ⅳ．会計上の見積りに関する注記 （２）会計上の見積りの内容

に関する理解に資する情報」に記載のとおりであります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

鉄 道 事 業 固 定 資 産 718,243百万円
そ の 他 の 投 資 274百万円

計 718,518百万円

（2）担保に係る債務
長 期 借 入 金 144,703百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） （12,624百万円）
鉄道・運輸機構長期未払金 3,323百万円
（内 １ 年 内 返 済 額） （738百万円）

計 148,026百万円

３ 有形固定資産の減価償却累計額 1,080,412百万円

４ 事業用固定資産
有形固定資産 1,127,602百万円
土 地 589,898百万円
建 物 234,987百万円
構 築 物 233,403百万円
車 両 47,359百万円
そ の 他 21,953百万円
無形固定資産 12,675百万円
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５ 保 証 債 務
他の会社等の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
埼 玉 県 住 宅 供 給 公 社 416百万円
(一財)渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団 845百万円

計 1,262百万円

６ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,917百万円
長期金銭債権 380百万円
短期金銭債務 172,863百万円
長期金銭債務 6,178百万円

７ 事業用固定資産の取得価額から控除した工事負担金等の金額は、250,254百万円であります。

８ 投資有価証券のうち、20,040百万円については有価証券消費貸借契約により貸付を行っており
ます。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 営業収益及び営業費合計額と内訳
営 業 収 益 204,585百万円
営 業 費 175,932百万円
運送営業費及び売上原価 104,145百万円
販売費及び一般管理費 19,457百万円
諸 税 11,430百万円
減 価 償 却 費 40,898百万円

３ 関係会社との取引高
営業取引による取引高
営 業 収 益 15,734百万円
営 業 費 46,834百万円
営業取引以外の取引による取引高 16,199百万円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
１ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２ 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 3,099,118株

（注）自己株式に含めている役員報酬信託口が保有する当社株式数は、107,700株であります。
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Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 引 当 金 6,334百万円
減 損 損 失 5,283百万円
有 価 証 券 評 価 損 4,107百万円
関係会社事業損失引当金 3,436百万円
借 地 権 の 除 却 2,630百万円
吸収分割による引継土地 2,398百万円
減損により取崩した再評価差額 1,198百万円
資 産 除 去 債 務 991百万円
分 譲 土 地 建 物 評 価 損 923百万円
未 払 事 業 税 347百万円
貸 倒 引 当 金 30百万円
そ の 他 465百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 28,142百万円
評 価 性 引 当 額 △19,033百万円
繰延税金負債との相殺額 △9,109百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 ―百万円

繰 延 税 金 負 債
その他有価証券評価差額 8,875百万円
吸収分割による引継土地 4,728百万円
資 産 除 去 債 務 242百万円
繰 延 税 金 負 債 小 計 13,845百万円
繰延税金資産との相殺額 △9,109百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 4,736百万円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 4,736百万円

Ⅷ．ファイナンス・リース取引（貸主側）
１ リース投資資産の内訳
（1）流 動 資 産

リ ー ス 料 債 権 部 分 382百万円
受 取 利 息 相 当 額 △213百万円
リ ー ス 投 資 資 産 168百万円

（2）投資その他の資産
リ ー ス 料 債 権 部 分 5,784百万円
見 積 残 存 価 額 部 分 890百万円
受 取 利 息 相 当 額 △3,212百万円
リ ー ス 投 資 資 産 3,462百万円
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２ リース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額
（1）流 動 資 産 （単位：百万円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

リース投資資産 382 ― ― ― ― ―
（2）投資その他の資産 （単位：百万円）

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

リース投資資産 ― 376 376 376 376 4,277

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 東武シェアードサービス㈱ 所有
直接 100％

資金貸借取引
役員の兼任

資金の借入 142,200 短期借入金 158,000

利息の支払(注) 871 未 払 費 用 434

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）東武シェアードサービス㈱に対する利息の支払いについては、市場金利を勘案した合理的な利率

によっております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,855円90銭
１株当たり当期純利益 78円76銭

（注）役員報酬信託口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から
控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。

Ⅺ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事

項 ４ 収益及び費用の計上基準 (1)顧客との契約から生じる収益に関する計上基準」に同一の内
容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月16日
東武鉄道株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 薊 和彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野口 昌邦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 河野 祐

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東武鉄道株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度

の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東武鉄道株式会社及び

連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意

見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類

又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項
の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結
論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、
関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について
報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月16日
東武鉄道株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 薊 和彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野口 昌邦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 河野 祐

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東武鉄道株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第203

期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期

間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見

を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は

当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項
の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計
算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について
報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第203期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書にもとづき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
ア 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。又、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

イ 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議にもとづき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

ウ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み（会社の支
配に関する基本方針）については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検
討を加えました。

エ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを確認するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。又、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査
に関する品質管理基準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

以上の方法にもとづき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２ 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
ア 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
イ 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
ウ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。又、当該内部統制システムに関
する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

エ 事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。
事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったもので
あり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも
のではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上
2023年５月17日

東武鉄道株式会社 監査役会
常勤監査役 中 嶋 直 孝 ㊞
常勤監査役 杉 山 知 也 ㊞
社外監査役 茂 木 友三郎 ㊞
社外監査役 福 田 修 二 ㊞
社外監査役 林 信 秀 ㊞
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